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トピックス（中小企業の労働事情）

Ⅰ 調査のあらまし

1.  調査目的
本調査は、石川県内における中小企業の労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹
立、並びに時宜を得た中央会労働支援方針の策定に資することを目的とする。

2. 調査機関
石川県中小企業団体中央会

3. 調査時点
令和３年７月１日（木）

4. 調査実施期間
令和３年７月１日（木）から令和３年７月２０日（火）まで

5. 調査実施方法
石川県下の事業所を、業種別・従業員規模別に選定し、調査票を送付し回答を求めた。調査結果は
石川県中小企業団体中央会において集計し取りまとめた。

6. 調査対象事業所数
800企業（製造業440社（55％）、非製造業360社（45％））

7. 調査内容
□経営に関する事項
□労働時間に関する事項
□時間外労働に関する事項
□年次有給休暇に関する事項
□新規学卒者の採用に関する事項 
□新型コロナウイルスの影響に関する事項
□雇用保険料の事業主負担分に関する事項
□賃金改定に関する事項

8. 調査票様式
調査票は全国中小企業団体中央会が作成した統一様式。後掲「令和３年度中小企業労働事情実態調
査票」



Ⅱ 回答事業所概要
調査票送付数：800企業
回答事業所数：375企業（回収率：46.8％）

＜業種別回答企業数＞
業　　　　種 回答数

1. 食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 22
2. 繊維工業 23
3. 木材・木製品、家具・装備品製造業 10
4. 印刷・同関連業 16
5. 窯業・土石製品製造業 8
6. 化学工業、石油・石炭製品、ゴム製品製造業 5
7. 鉄鋼業、非鉄金属、金属製品製造業 38
8. 生産用・業務用・電気・情報通信業・輸送用機械器具製造業 28
9. パルプ・紙・紙加工品、プラスチック製品、なめし革・同製品・毛皮、その他の製造業 24
10. 情報通信業（通信業、放送業、情報サービス業、インターネット付随サービス業、映像・音声・文字情報制
作業） 14

11. 運輸業 19
12. 総合工事業 23
13. 職別工事業（設備工事業を除く） 10
14. 設備工事業 8
15. 卸売業 56
16. 小売業 31
17. 対事業所サービス業（物品賃貸業、専門サービス業、広告業、技術サービス業、廃棄物処理業、職業紹介・
労働者派遣業、その他の事業サービス業等） 30

18. 対個人サービス業 10
合　　計 375

注意：業種は回答して頂いた業種によって分類しております。

＜従業員規模別回答企業数＞
従業員数 回答数

１～９人 97
１０～２９人 129
３０～９９人 116
１００～３００人 33
 合　　計 375

Ⅲ 調査結果の概要
以降の調査結果においては、前述の単純集計をより見やすくすることで示唆が得られるもの、分析によっ
て有効な結果が出たものを記載しております。

設問1）従業員の雇用形態別比率
回答があった事業所の従業員数は、総数15,768人で、性別内訳は男性10,593人（67.2％）、女性5,175人（32.8

％）である。そのうち、常用労働者数は総数14,488人で、性別内訳は男性10,013人（69.1％）、女性4,475人
（30.9％）である。
雇用形態について見ると、特に石川県は全国より女性の正社員比率が高く、パートタイマー比率が低い。
＜グラフ1＞
業種における常用労働者の男女比率について見ると、全体では全国に比べ石川県の女性比率はやや高く、
特に、「食料品（56.2％）」、「繊維工業（42.5％）」、「印刷（39.3％）」において高い。＜グラフ2＞

「令和3年度中小企業労働事情実態調査報告」



トピックス（中小企業の労働事情）

設問2-①）経営状況
経営状況について経年変化を見ると、令和３年度は昨年度と比べ「良い」の割合が高くなっているものの、

次に、業種別にみると、県内の「良い」と答えた事業所の割合は、計１２業種において全国平均を上回っ

約４割の事業所が「悪い」と回答している。また全国と比較すると、石川県は「良い」と回答した事業所の

　　の部分）。特に「窯業・土石製品製造業」、「対個人サービス業」、「食料品、飲料・たばこ・飼料製造業」

割合が高い。

■

■ている（表１内の　　の部分）。
「悪い」と答えた事業所の割合についてみると、計９業種において全国平均を上回っている。（表１内の

で「悪い」の割合が高い。＜表1＞

※「常用労働者」： 直接雇用する従業員のうち、① 期間を決めずに雇われている者、または１ヵ月を超える期間を決めて雇われてい
る者　② 日々または１ヵ月以内の期限を限って雇われている者のうち、５月、６月にそれぞれ１８日以上雇われ
た者　③ 事業主の家族で常時勤務して毎月給与が支払われている者のいずれかに該当する者のこと。パートタイマ
ーであっても①②に該当する場合は常用労働者に含まれる。

＜グラフ3＞

正社員 パートタイマー 派遣 嘱託・契約社員 その他

石川県（全体）

全国（全体）
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全国（男性）

石川県（女性）

全国（女性）
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＜グラフ1：雇用形態別比率の全国との比較＞ （回答数375）
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＜グラフ2：常用労働者の男女比率（業種別）＞ （回答数375）

62.9

80.6

78.0

66.7

72.6

74.6

82.7

74.8

82.8

60.7

77.4

57.5

43.8

69.8

69.1

37.1

19.4

22.0

33.3

27.4

25.4

17.3

25.2

17.2

39.3

22.6

42.5

56.2

30.2

30.9

63.2 36.8



＜表1：“経営状況”の業種別比較＞  （回答数374）
良い 変わらない 悪い

食料品、飲料・たばこ・飼料製造業
石川県（％） 9.1 36.4 54.5
全　国（％） 14.2 34.1 51.7

繊維工業
石川県（％） 　 26.1 39.1
全　国（％） 10.8 30.6 58.6

木材・木製品、家具・装備品製造業
石川県（％） 20.0 30.0

31.3

50.0
全　国（％） 17.6 43.0 39.4

印刷・同関連業
石川県（％） 18.8 　 50.0
全　国（％） 11.0

0

0

30.7 58.3

窯業・土石製品製造業
石川県（％） 25.0 75.0
全　国（％） 12.2 45.1 42.8

化学工業、石油・石炭製品、ゴム製品製造業
石川県（％） 40.0

34.8

20.0 40.0
全　国（％） 19.7 43.2 37.1

鉄鋼業、非鉄金属、金属製品製造業
石川県（％） 36.8 36.8 26.3
全　国（％） 25.6 35.8 38.6

生産用・業務用・電気・情報通信・輸送用機械器具製造業
石川県（％） 17.9 42.9 39.3
全　国（％） 28.1

25.0
38.0 33.9

パルプ・紙・紙加工品、プラスチック製品、なめし革・同製品・
毛皮、その他の製造業

石川県（％） 　 54.2 20.8
全　国（％） 23.2 39.1 37.7

情報通信業
石川県（％） 28.6 35.7 35.7
全　国（％） 19.9 47.6 32.6

運輸業
石川県（％） 21.1 36.8 42.1
全　国（％） 13.6 40.8 45.6

総合工事業
石川県（％） 13.0 69.6 17.4
全　国（％） 14.9 61.0 24.2

職別工事業（設備工事業を除く）
石川県（％） 20.0 60.0 20.0
全　国（％） 9.9 53.2 36.9

設備工事業
石川県（％） 　 62.5 37.5
全　国（％） 10.9

27.3
59.8 29.3

卸売業
石川県（％） 34.5 38.2
全　国（％） 18.4 41.1 40.5

小売業
石川県（％） 12.9 38.7 48.4
全　国（％） 10.6 36.9 52.5

対事業所サービス業
石川県（％） 3.3 50.0 46.7
全　国（％） 12.3

10.0
53.0 34.7

対個人サービス業
石川県（％） 　 20.0 70.0
全　国（％） 8.7 37.0 54.3

良い

変わらない

悪い

（回答数374）

100%

80%

60%

40%

20%

0%
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 全国

＜グラフ3：

49.9 52.5
54.1 52.6

52.3
52.4 57.0

58.9

15.1 16.8 22.5 23.4 17.9 24.7 21.4 14.0

35.0 30.7 23.4 24.0 29.7 22.9 20.7 27.2

70.3

41.4

25.4

42.9

4.3

R3

39.3

40.4

20.3 15.7
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トピックス（中小企業の労働事情）

設問2-②）主要な事業の今後の方針
主要な事業の今後の方針については、「強化拡大」が36.5％、「現状維持」が56.8％、「縮小」「廃止」
が合わせて6.2％となっている。全国と比較すると、「強化拡大」の割合が8.1ポイント上回っている。　
経年推移を見ると、「縮小・廃止」の割合は昨年度よりも低くなっているものの、令和元年度以前と比
べると高い。＜グラフ4＞

設問2-③）経営上の障害
経営上の障害では、「販売不振・受注の減少」（47.8％）が最も多く、次いで、「人材不足（質の不足）」

（43.2%）、「原材料・仕入品の高騰」（33.8％）が続いている。＜グラフ5＞
＜グラフ5：経営上の障害の経年推移＞

H29 H30 R1 R2 R3

（回答数370/複数回答）
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原材料・仕入品の高騰

製品価格（販売価格）の下落

納期・単価等の取引条件の厳しさ

金融・資金繰り難

環境規制の強化

労働力の過剰

事業規模別に見ると、「1～9人」「10～29人」の規模では、「販売不振・受注の減少」の割合が、「30～
99人」「100～300人」の規模では、「人材不足（質の不足）」の割合が１位となっている。
また、業種別に見ると、製造業においては「販売不振・受注の減少」の割合が、非製造業においては「人

材不足（質の不足）」が１位となっている。＜表2＞
<表2：回答が多かった経営上の障害３つ（規模別・業種別）> （回答数370／複数回答）

１位 ％ ２位 ％ ３位 ％
１ ～ ９ 人 販売不振・受注の減少 53.8 原材料・仕入品の高騰 30.1 人材不足（質の不足） 26.9
10 ～ 29 人 販売不振・受注の減少 42.6 人材不足（質の不足） 41.1 原材料・仕入品の高騰 34.1
30 ～ 99 人 人材不足（質の不足） 54.8 販売不振・受注の減少 52.2 原材料・仕入品の高騰 38.3
100 ～ 300 人 人材不足（質の不足） 57.6 販売不振・受注の減少 36.4 労働力不足（量の不足） 30.3
製 造 業 販売不振・受注の減少 58.4 原材料・仕入品の高騰 41.6 人材不足（質の不足） 36.4
非 製 造 業 人材不足（質の不足） 49.2 販売不振・受注の減少 38.6 原材料・仕入品の高騰 26.9

強化拡大 現状維持 縮小・廃止 その他

R3

全国

石川県（     ）

（     ）

（     ）

（       ）

（       ）

（       ）

（       ）

R2

R1

H30

H29

H28

H27

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100%

（回答数370）＜グラフ4：

28.4

36.5 56.8 6.2

30.7 60.9 8.1

33.3 62.1 4.3

38.7

40.1 54.6 4.7

37.7 57.6 4.7

38.7 56.3 4.4

56.2 4.8

65.2 5.7

0.5

0.3

0.3

0.5

0.0

0.5

0.2

0.6



設問3-①）従業員の週所定労働時間　
労働基準法で規定されている「週40時間以下」を満たしている事業所は95.1％（18.8%+29.2%+47.1%）

であり、全国平均の91.5%（15.6%+27.1%+48.8%）よりも割合が高く、前年度と比べても「週40時間以下」

＜グラフ7＞

設問2-④）経営上の強み

＜グラフ6＞
＜グラフ6：経営上の強みの経年推移＞ （回答数365/複数回答）
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＜グラフ7：従業員の週所定労働時間＞ （回答数367）
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経営上の強みは、「製品・サービスの独自性」（32.9％）が最も多く、次いで、「顧客への納品・サー
ビスの速さ」（28.5%）「製品の品質・精度の高さ」（23.3%）が続いている。過去の推移をみると、昨年度
は落ちこんだものの、「製品・サービスの独自性」の割合が最も高い。

を満たす事業所の割合は1.5ポイント増えている。規模別にみると、規模の大きい事業者ほど「週40時間以下」
を満たしている割合が高い。



トピックス（中小企業の労働事情）

年次有給休暇（※）について、石川県は全国より付与日数は上回っているが、取得日数は下回っている。
そのため、平均取得率についても52.1%と全国平均の57.7%を5.6ポイント下回る結果となった。 ＜表3＞ 
＜表3：平均取得率の全国比較＞ 　　　　　　　 （回答数345）

平均付与日数 平均取得日数 平均取得率
全　国 15.56日 8.40日 57.7％
石川県 16.13日 7.72日 52.1％

また、直近５か年の推移をみると、県内の全体の取得率は、今年は昨年と比べわずかに低下したものの、
50％以上となった。業種別にみると、今年は非製造業の取得率が製造業を上回った。＜グラフ9＞

※年次有給休暇： 年次有給休暇とは、一定期間勤続した労働者に対して、心身の疲労を回復しゆとりある生活を保障するために「有
給」で付与される休暇のこと。労働基準法により、雇い入れの日から起算して６ヶ月以上継続勤務し、全所定労働
日の８割以上出勤した労働者（パートタイマー含む）に対し、10日を付与することが定められている。
2019年４月から、全ての企業において、年10日以上の年次有給休暇が付与される労働者（管理監督者を含む）に対
して、年次有給休暇の日数のうち年５日については、使用者が時季を指定して取得させることが義務付けられた。

設問3-②）従業員1人当たりの月平均残業時間
月平均残業時間について経年変化を見ると、Ｈ28年以降、石川県においては減少傾向にあり、本年度は９
時間を下回り、過去１２年で最も短い時間となった。＜グラフ8＞

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

13

12

11

10

9

8

（回答数360）＜グラフ8：従業員1人当たりの月平均残業時間の経年変化＞

（時間）

全国
石川県

H30H29 R1 R2 R3

56％

54％

52％

50％

48%

46%

44%

42%

40%

47.34%
47.6%47.4%

40.7%

43.9%
46.5%

48.2%

53.1%

51.7%

54.0%

52.1%

49.7%

54.2%

46.3%
46.9%

（回答数345）

計
製造業
非製造業

：有給休暇平均取得率　経年比較（業種別）＞＜グラフ9

設問4）従業員の有給休暇

11.47
12.0

12.37

11.74
11.52

11.1411.01

9.94
9.56 9.95

12.48
12.29

11.57

12.49

10.97
11.21

9.62

11.8912.09 
12.3

11.66

10.55

9.08 8.68



新規学卒者の採用充足率（※）を全国と比べると、高校卒、専門学校卒、短大卒（含高専）、大学卒全てにおいて全国
平均を上回っている。また、全体の採用充足率は83.1％となり、昨年の75.4%から7.7ポイント増加した。＜表4＞
＜表4：新規学卒者の採用充足率＞　　　　　　　　　　　　　　　　　 （回答数108）

事業所数 採用計画人数 採用実績人数 採用充足率
石川県全体 108 236 196 83.1
石川県全体（昨年度） 121 309 233 75.4
高校卒（石川県） 46 123 96 78.0
高校卒（全国） 1,936 4,790 3,649 76.2
専門学校卒（石川県） 15 17 17 100.0
専門学校卒（全国） 623 1,104 962 87.1
短大卒［含高専］（石川県） 11 12 12 100.0
短大卒［含高専］（全国） 252 364 331 90.9
大学卒（石川県） 36 84 71 84.5
大学卒（全国） 1,192 3,095 2,570 83.0

また、各学卒の平均採用実績人数の経年変化について見ると、高校卒では横ばいであるが、全国平均を上
回った。＜グラフ11＞
専門学校卒については、昨年度と比べやや横ばいである。＜グラフ12＞
短大卒（含高専）については、昨年度と比べ減少した。全国においては横ばいである。＜グラフ13＞
大学卒については、昨年度と比べると横ばいである。全国においてはわずかに減少した。＜グラフ14＞

※採用充足率：採用計画人数に
対する採用実績人数の割合の
こと。

あった なかった

石川県

全国

製造業

非製造業
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100%

＜グラフ10：令和2年度3月新規学卒者の採用又は採用計画の有無＞ （回答数375）

25.4%

28.7%

19.3%

26.9%

74.6%

71.3%

80.7%

73.1%

全国

石川県

R3H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

1.6

1.4

1.2

1.0

0.8

（人）

全国

石川県

R3H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

3.5

3.0

2.5

2.0

1.5

（人）

全国

石川県

R3H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（人）
2.5

2

1.5

1

全国

石川県

R3H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

2.0

1.5

1.0

0.5

（人）

設問5-①）新規学卒者の採用と初任給
令和３年３月の新規学卒者の採用の有無をみると、採用または採用計画の「あった」事業所割合が、石川
県は全国に比べ7.6ポイント高い。
採用または採用計画の「あった」事業所割合を業種別にみると、製造業（28.7%）が非製造業（25.4%）を
3.3ポイント上回った。＜グラフ10＞

＜グラフ11： ＜グラフ12：（回答数46） （回答数15）

＜グラフ13： ＜グラフ14：（回答数11） （回答数36）

「令和3年度中小企業労働事情実態調査報告」



トピックス（中小企業の労働事情）

平均初任給の前年比較では、高校卒の事務系、専門学校卒の技術系、大学卒の技術系の３項目が上昇し
た（表５内の　　の部分）。合計の平均は前年を下回っている（－4,084円）。■ ＜表5＞
全国平均との比較では、専門学校卒の技術系、大学卒の技術系の２項目において、全国平均を上回ってい
る（表６内の　　の部分）。■ ＜表6＞
資料には掲載していないが、昨年の全国平均は¥180,469円であり、今年は昨年比1,422円の上げ幅であった。

設問5-②）令和４年度の採用計画
来年度の新規学卒者の採用計画については、昨年より「ある」が5.0ポイント多くなっている。全国との比
較においては石川県の方が9.0ポイント高くなっており、採用に積極的であることが分かる。
平均採用計画人数については高校卒、大学卒においては昨年よりわずかに減少している。＜表7＞

設問6-①）新型コロナウイルスによる経営への影響
『事業所の経営への影響』については、昨年度に比べ改善傾向がみられるものの、「売上高の減少（66.8%）」が

＜グラフ15＞最も多く、次いで「取引先・顧客からの受注の減少（60.2%）」、「営業活動等の縮小（41.7%）」が多い。

＜表5：平均初任給の前年比較＞
分　類 R2年度 R3年度

 高校卒
技術系 ¥172,271 ¥169,267
事務系 ¥159,302 ¥159,689

専門学校卒
技術系 ¥182,936

–
¥183,572
¥170,000事務系

¥179,978短大卒
（含高専）

技術系
¥181,667

¥178,954
事務系

¥202,498
¥162,867

大学卒
技術系

¥196,246
¥205,347

事務系 ¥194,656
平　均 ¥182,128 ¥178,044

＜表6：平均初任給の全国との比較＞
分　類 全　国 石川県

 高校卒
技術系 ¥169,790 ¥169,267
事務系 ¥163,053 ¥159,689

専門学校卒
技術系 ¥182,637 ¥183,572

¥170,000事務系 ¥177,586
短大卒

（含高専）
技術系 ¥182,395 ¥178,954
事務系 ¥178,456 ¥162,867

大学卒
技術系 ¥202,105 ¥205,347
事務系 ¥199,106 ¥194,656

平　均 ¥181,891 ¥178,044

<表7：“新規学卒者採用計画”の前年比較と全国比較> （回答数371）

ある ない 未定
数所業事は内）　　（ 　人：位単　数人画計用採均平

高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒
石川県 ％ 34.5 48.2 17.3 2.2   

2.7   
 （98） 1.5    （15） 1.3  （22） 2.0  （73）

石川県（昨年度） ％ 29.5 51.9 18.6 ）401（  1.3  （20） 1.3  （22） 2.3  （64）
製造業 ％ 39.0 44.8 16.3 2.6  （56） 1.2   （5） 1.4  （10）

（12）
1.7  （33）

非製造業 ％ 30.7 51.3 18.1 1.8  （42） 1.6  （10） 1.3     2.2    （40）
全国 ％ 25.5 54.2 20.3 2.5（3,983） 1.6（1,228） 1.5  （700） 2.2（2,228）

（回答数374/複数回答）＜グラフ15：経営への影響＞

0 5010 20 70 80％

労働力の不足

労働力の過剰

資材・部品・商品等の調達・仕入難

売上高の減少

取引先・顧客からの受注減少

営業活動等の縮小

運転資金等の資金繰り難

休業の実施

受注や売上高が増加した

特に影響はない

その他

17.4
13.8

4.8
2.4

12.0
16.5

66.8
73.5

60.2
65.1

41.7
49.716.3

24.6
32.1
37.3

4.5
1.1

2.7
1.4

9.9
9.5

604030

R3
R2



設問6-②）新型コロナウイルスの影響による事業所の雇用環境の変化
『事業所の雇用環境の変化』については、「変化があった」が68.4%となった。＜グラフ16＞ その内容として
「労働日数を減らした従業員がいる（25.5%）」「子の学校等休校のため欠勤・遅刻・早退をした従業員がいる
（25.2%）」が多い。また、昨年度と比較すると「賃金（賞与）を削減した」が6.5ポイント増加している。＜グラフ17＞

設問6-③）新型コロナウイルスの影響による従業員の労働環境の整備
『従業員の労働環境の整備』については、「整備した」が45.7%となった。＜グラフ18＞　その内容として
「テレワークの導入（19.6%）」が最も多く、次いで「時短勤務の導入（13.9%）」が多い。また、昨年度と
比較すると、「就業規則の見直し」が4.3ポイント増加している。＜グラフ19＞

設問6-④）新型コロナウイルスの影響による事業継続のため今後実施していきたい方策
『事業継続のため今後実施してきたい方策』については、「各種補助金の申請・活用（50.9%）」が最も
多く、次いで「労働生産性の向上（35.0%）」が多く、いずれも全国平均を上回る。＜グラフ20＞

＜グラフ16：雇用環境の変化の有無＞

（回答数247/複数回答）

（回答数361）

変化があった
変化がなかった

＜グラフ17：雇用環境の変化の内容＞

0 2010 30 40％

休職・教育訓練をしてもらった
従業員がいる

労働日数を減らした従業員がいる

子の学校等休校のため欠勤・遅刻・
早退をした従業員がいる

事業休止・縮小により解雇した
又は雇止めした従業員がいる

採用した従業員の入社日を遅らせた

採用予定者の内定を取り消した

従業員を採用した

賃金（賞与）を削減した

賃金（賞与）を引き上げた

その他

16.1
19.3

25.5
33.3

25.2
33.9

5.0
1.7
0.6
0.6
0.3
0.3

6.6
5.5

22.2
15.7

5.8
1.4
3.3
2.8

R3

R2

68.4

31.6

＜グラフ18：労働環境の整備の有無＞ （回答数168/複数回答）
（回答数368）

整備した
整備していない

45.7
54.3

＜グラフ19：労働環境の整備の内容＞

0 10 25%5 15 20

19.6

13.9

11.1

3.5

7.9

7.9
14.2

20.5

18.1

23.6

3.6

3.6

テレワークの導入

時差出勤の導入

時短勤務の導入

臨時手当等の支給

就業規則の見直し

その他

R3
R2
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設問7-①）雇用保険料の事業者負担分―雇用保険料率の引き上げ等に対する考え方
『雇用保険料の事業主負担分（感染の長期化による雇用保険料率の引上げ等に対する考え方）』について
は、「雇用保険料率の引上げは負担増であり、反対」が45.7%、「雇用保険料率の引上げは、負担増である
が、やむを得ない」が40.4%となった。 また、規模別でみると、従業員数が少ない事業所ほど＜グラフ21＞
「引上げは負担増であり、反対」の割合が高い。＜グラフ22＞

設問7-②）雇用保険料の事業者負担分―雇用保険料が引き上げられた場合の雇用への影響
『雇用保険料が引き上げられた場合の雇用への影響』については、「従業員数、雇用形態、賃金等への影

響はない」が68.7%と最も多い。＜グラフ23＞

新型コロナウイルス感染拡大に伴い特例措置がとられている雇用調整助成金等は、主に雇用保険料の事業主負担分を財源としている。
感染の長期化で雇用保険財政がひっ迫していることから、今後、雇用保険料率の引上げ等の議論が始まることが予想される中、事業所
の考えについて調査した。

（回答数371/複数回答）＜グラフ20：事業継続のため今後実施していきたい方策＞

0 5010 20

営業日数の削減
勤務体制の見直し

＜グラフ６＞　事業継続のため今後実施していきたい方策（複数回答）

賃金体系の見直し
各種補助金の申請・活用

労働力の確保
労働生産性の向上

従業員の他社への派遣・出向
融資制度の活用

テナント料の引き下げ交渉
事業所拠点の集約
新規取引先の開拓
新事業分野の開拓
業態・事業転換

特に考えていない
その他

50.9
41.2

8.1
5.8 15.6

14.7
9.2

12.7

19.9
20.1

35.0
29.1

0.3
1.1

15.4
15.2

1.3
1.4
2.2
1.8

23.5
17.1

4.9
3.9

17.0
23.4

1.1
1.3

30.7
25.2

60％4030

石川県
全国

＜グラフ21：雇用保険料率の引き上げ等
に対する考え方＞

（回答数374/複数回答）
（回答数374）

＜グラフ22：規模別 雇用保険料の引き上げ等に対する考え方＞

0 40 100%20 60 80

1～９人
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100～300人

雇用保険料率の引上げは、負担増であり、反対
雇用保険料率の引上げは、負担増であるが、やむを得ない
雇用保険料率の引上げは、雇用保険制度維持のため、賛成
分からない、不明
その他

54.2 35.4 9.41.0

45.7 41.1 10.10.8

42.2 42.2 1.7

33.3 21.2

13.8

45.5

2.3

雇用保険料率の
引上げは、負担増
であり、反対

雇用保険料率の引
上げは、負担増であ
るが、やむを得ない

雇用保険料率の
引上げは、雇用
保険制度維持の
ため、賛成

その他分からない、
不明

45.7

40.4

12.0
1.1

0.8



賃金改定の昨年との比較では、「引き上げた」の割合は3.0ポイント増加した。全国との比較では「引き上
げた」の割合が10.6ポイント高い。
また、賃金改定の内容について、昇給額は4,997円となり、平均所定内賃金は昨年を上回っている。全国と
の比較では、平均所定内賃金は上回っているが、昇給額は下回っている。

＜表8＞

＜表9＞

設問8-①）賃金改定

＜表9：賃金改定内容（昨年・全国比較）＞　　　　　　　　  （回答数208）
改定前の平均所定内賃金 改定後の平均所定内賃金 昇給額

石川県 257,734

255,305

250,711

262,731

258,714

255,960

4,997

3,409

5,249

石川県（昨年度）

全　国
※注意：表のデータは回答企業の賃金合計を回答企業数で割った単純平均値です。

（回答数373）
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4
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9
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0.9

89
23.9
86
23.4
4,426
22.1
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6.4
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4.9

1,772
8.9

2
0.5
1
0.3
114
0.6

56
15.0
69
18.8
5,014
25.0

373
100.0
367
100.0
20,017
100.0

%

石川県（昨年）
実数
%

全　国
実数
%

<表8：賃金改定（昨年・全国比較）>

＜グラフ23：雇用保険が引き上げられた場合の雇用への影響＞ （回答数361／複数回答） 

従業員数、雇用形態、賃金等への影響はない

従業員数の削減を検討する

従業員数は変えないが、雇用保険料が不要な雇用形態へ転換

新規募集時は、雇用保険料が不要な雇用形態を増やす

賃金等の削減を検討する

その他

0 10 20 30 40 50 60 70%

4.7%

10.5%

7.8%

12.2%

9.7%

68.7%

平均昇給額・平均昇給率の経年変化を見ると、今年は平均昇給額・平均昇給率ともに昨年から増加
した。＜グラフ24＞

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

0

1,00 0

2,00 0

3,00 0

4,00 0

5,00 0

6,00 0(円) 

平均昇給額 平均昇給率

＜グラフ24：平均昇給額・平均昇給率の経年変化＞ （回答数208）

1,836 1,749

3,531 3,409

4,9974,994 5,290 5,081
4,774 5,601 5,6085,427

1.94%

0.75% 0.71%

1.44%

2.02%
2.13% 2.08% 1.98%

2.23% 2.23%

1.34%

2.16%

R3H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
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設問8-②）賃金引上げの内容
設問８-①で賃金を「引き上げた」または「７月以降引上げる予定」と答えた事業所の、改定内容につい

て見ると、「定期昇給」が70.4％と最も多い。＜グラフ25＞

設問8-③）賃金引上げの決定要素
賃金を「引き上げた」もしくは「７月以降引上げる予定」と答えた事業所の、今年の改定の決定要素につ
いて見ると、「企業の業績（66.7％）」が最も多い。次いで「労働力の確保・定着（54.3％）」、「世間相場
（27.1％）」が多い。＜グラフ26＞

0 10 20 30 40 50 60 70% 80%
臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ

諸手当の改定

基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）

ベースアップ

定期昇給

5.4%

12.3%

23.6%

17.2%

70.4%

＜グラフ25：賃金改定（引上げ）の内容について＞ （回答数203）

＜グラフ26：賃金改定（引上げ）の決定要素について＞ （回答数210／複数回答） 

企業の業績

世間相場

労働力の確保・定着

物価の動向

労使関係の安定

親会社又は関連会社の改定の動向

前年度の改定実績

賃上げムード

消費税増税

重視した要素はない

その他
0 10 20 30 40 50 60 70%

3.3%

3.8%

1.0%

1.9%

19.5%

4.8%

25.7%

4.8%

54.3%

27.1%

66.7%

設問9）労働組合の有無
全国と比較すると、労働組合が「ある」と答えた事業所の比率が2.4ポイント高い。＜グラフ27＞

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100%

＜グラフ27：

石川県

全国

ある
ない

（回答数375）

6.9%

9.3%

93.1%

90.7%



375

)  

1 370

3

11

3 365

370

1 367

8,990

3,227

464

1,146

96

105

622

218

421

479

10,593

5,175

10,013

4,475

1 (1 374

78

42

70

45

120

35

104

60

73

36

50

57

59

85

70

70

160

177

125

32

9

69

15

16

76 151 147

135 210 20 3 2

8 8 40 40 0 44

40 44 10

69 107 173 18

（回答項目内の太字が回答企業数です）Ⅳ 単純集計

３

1

8.68 3,123 360

360

1 8.68 100

２

②１か月以内に１８日以上雇われた者、③事業主の家族で常用勤務して毎月給与が支払われている者、

のいずれかに該当する者のこと。パートタイマーであっても①②に該当する場合は常用労働者に含まれます。

「令和3年度中小企業労働事情実態調査報告」



トピックス（中小企業の労働事情）

15

11

36

3 6 1

46

) )

) )

) )

) )

3 3 3 3

1

)

)

)

)

)

)

)

)

3 3 3 3

1

345
16.13 1 7.72

348

2,662 345

16.13 5,564

7.72

2

101 274

1 6 9 2 6 7

1 5 9 6 8 9

1 8 3 5 7 2

1 7 0 0 0 0

1 7 8 9 5 4

1 6 2 8 6 7

2 0 5 3 4 7

1 9 4 6 5 6

4 3 1

371

128 179 64

105

18

15

2

9

3

62

22

8

40

11

13

2

3

26

14

1.1

2.6

1.6

1.2

1.0

81

15

15

2

40

11

13

2

2.0

1.4

1.2

1.0

1.0　　　　　

2.4　　　　　

1.6　　　　

9

3

52

19

8

3

26

14

1.1

1.0　　　　　

2.0　　　　　

1.4　　　　

３

375３年３月



374

10.

361

( )

④　新型コロナウイルスの影響への対策として、貴事業所が事業を継続していくために、今後実施していきたい方策について、

お答えください。（該当するすべてに○）（回答数371）

①　新型コロナウイルス感染拡大に伴って特例措置がとられている雇用調整助成金等は、主に雇用保険料の事業主負担分を財

源としています。感染の長期化で雇用保険財政がひっ迫していることから、今後、雇用保険料率の引上げ 等の議論が始まる

ことが予想されます。貴事業所のお考えについて、お答えください。（1つだけに○ ）（回答数374）

１.営業日数の削減 ２.勤務体制の見直し ３.賃金体系の見直し ４.各種補助金の申請・活用

５.労働力の確保 ６.労働生産性の向上 ７.従業員の他社への派遣・出向 ８.融資制度の活用

９.テナント料の引き下げ交渉 10. 事業所拠点の集約 11. 新規取引先の開拓

12.新事業分野の開拓 13.業態・事業転換 14. 特に考えていない 15. その他

設問７）雇用保険料の事業主負担分についてお答えください。

98 2.2 15 1.5

2.0731.322

18

250

61 120

156

17 37 11 10

30

74

5 8

130

114

1

58

57

47 189

87 18 63 4

58 92

91

18

2

1 24

10 114 11 1221

72 41 51

292002913

80

１.雇用保険料率の引上げは、負担増であり、反対

２.雇用保険料率の引上げは、負担増であるが、やむを得な

３.雇用保険料率の引上げは、雇用保険制度維持のため、賛成

151

171

５.その他 3

4

４.分からない、不明 45

225

45 65

③　新型コロナウイルスの影響への対策として、７月１日現在、貴事業所で実施している従業員の労働環境の整備について

お答えください。（該当するすべてに○）（回答数368）

「令和3年度中小企業労働事情実態調査報告」



トピックス（中小企業の労働事情）

3 1 1 3 7 1 1

373

198

24 2 56

4 89

203

143 35 48

1125

210

140

10 54 10

2441

78

57 114

375

35 340

②　雇用保険料が引き上げられた場合、貴事業所の雇用への影響についてお答えください。

（ 該当するすべてに○）（回答数361）

208 208 208

２５７,７３４ ２６２,７３１ ４,９９７

１.従業員数、雇用形態、賃金等への影響はない

３.従業員数は変えないが、雇用保険料が不要な（雇用保険適用外）雇用形態への転換を検討する

４.新規募集時は、雇用保険料が不要な（雇用保険適用外）雇用形態を増やす

５.賃金等の削減を検討する

44

248 ２.従業員数の削減を検討する 35

38 ６.その他 17

28

親会社又は関連会社の改定の動向
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